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１．はじめに 

本試算は、今後10年間程度の経済財政の展望を提示するものであり、経済再生と財

政健全化の進捗状況の評価や中長期的な経済財政政策の検討のための基礎情報として、

その審議を行う経済財政諮問会議に提出するものである。この経済財政の展望は、試

算時点で利用可能なデータや政策方針を反映し、経済・財政・社会保障を一体的に示

す「経済財政モデル」を用いて試算を行っている1。 

２．経済の中長期的な展望 

本試算は、各種経済統計の実績値を反映するとともに、2026 年度までの経済動向に

ついては内閣府年央試算2等を織り込んで推計している。2027 年度以降については、Ｇ

ＤＰや物価動向等の経済の中長期的な展望を比較考量できるよう、ＴＦＰ（全要素生

産性3）上昇率が直近の景気循環の平均並みで将来にわたって推移する想定の「過去投

影ケース」と、ＴＦＰ上昇率が過去 40 年平均程度まで高まる想定の「成長移行ケー

ス」、ＴＦＰ上昇率がデフレ状況に入る前の期間の平均程度まで高まる想定の「高成長

実現ケース」4を示している。各シナリオの主要な前提5は以下のとおり。 

各シナリオの主要な前提 

 
ＴＦＰ上昇率 

(2024年度 0.6％) 

労働参加率6 

(2024年度 63.4％) 

過去投影 
近年の動向を踏まえ、直近の景気

循環7の平均0.5％程度で推移 

女性と高齢者を中心に一定程度

上昇 

(2034年度 65.4％) 

成長移行 過去40年8の平均1.1％程度に到達 

女性と高齢者を中心に過去投影

ケースよりも上昇 

(2034年度 66.5％) 

高成長実現 
日本経済がデフレ状況に入る前

の期間9の平均1.4％程度に到達 
同上 

 
1 本試算の結果は、種々の不確実性を伴うため相当な幅を持って理解される必要がある。なお、本試算

の推計に用いている「経済財政モデル（2018年度版）」は、内閣府ホームページにて公表されている。 
2 「令和７（2025）年度内閣府年央試算」（2025年８月７日経済財政諮問会議提出）。 
3 全要素生産性（Total Factor Productivity：ＴＦＰ）とは、資本と労働の増加によらない付加価値の

増加を表し、技術進歩の反映、労働者の能力向上、生産資源配分の効率化等が含まれる。 
4 「高成長実現ケース」における各計数は、「経済財政モデル（2018 年度版）」に掲載されている主要乗

数表等を用いて作成している。詳細は付録１を参照。 
5 詳細な前提は付録１を参照。 
6 過去投影ケースは、「成長率ベースライン・労働参加漸進シナリオ」（労働政策研究・研修機構「2023

年度版 労働力需給の推計」）、成長移行及び高成長実現ケースは、「成長実現・労働参加進展シナリオ」

（同）を踏まえている。 
7 第16循環（2012年10－12月期～2020年４－６月期）。 
8 過去から第16循環まで（1980年４－６月期～2020年４－６月期）。 
9 過去から第12循環まで（1980年４－６月期～1999年１－３月期）。 
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（１）潜在成長率 

我が国の潜在成長率は1980年代に4.2％、1990年代に1.6％となった後、2000年代に

入ってからは１％以下で推移している。今後、少子高齢化の影響により、生産年齢人

口の減少が加速していく10中で、経済構造の変化やこれまで以上の生産性上昇がなけ

れば、経済成長は低下していくことが見込まれる。 

直近の景気循環並みのＴＦＰ上昇率（0.5％程度）で推移する過去投影ケースでは、

内生的に計算される資本投入量の潜在成長率への寄与については、小幅ながらプラス

となるが、労働投入量については、労働参加は一定程度進むという想定を置いている

ものの、生産年齢人口の減少が大きく影響し、マイナスの寄与が拡大していくことと

なる。総じて、潜在成長率は中長期的に０％台半ばにとどまる姿となっている。 

これに対し、賃上げと投資が牽引する成長型経済に移行する成長移行ケース及び高

成長実現ケースでは、最低賃金引上げ11、対日直接投資の推進12、人への投資、ＧＸ、

ＤＸ、科学技術・イノベーション等の重点課題における中長期の計画的な投資の推進

等によるイノベーションの活性化や生産の効率化等を通じて、ＴＦＰ上昇率が今後３

年程度を経て1.1％程度13（成長移行ケース：過去40年間のＴＦＰ上昇率の平均）、更に

は1.4％程度（高成長実現ケース：デフレ状況に入る前のＴＦＰ上昇率の平均）に到達

すると想定している。この想定の下、ＴＦＰ上昇率の高まりや企業の収益環境の改善

によって、設備投資が促進され、内生的に計算される資本投入量の寄与が高まる結果

となっている。これは、各種投資促進により、民間の資本形成の増加が期待されるこ

ととも整合的な結果となっている。労働投入量については、経済成長に伴って労働需

要が高まるとともに、最低賃金も含めた賃上げの効果や多様な働き方の拡大等により、

女性と高齢者を中心に過去投影ケースよりも労働参加が進むと想定している。それで

もなお、人口減少・高齢化の影響を相殺することはできず、労働投入量の寄与は小幅

のマイナスとなる。総じて、潜在成長率は、中長期的に１％台半ば～２％程度で推移

する姿となっている。 

 
10 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（令和５年推計）の出生中位（死亡中位）推計に

よれば、2031～2035年の総人口の変化は年率▲0.6％程度、15～64歳人口（生産年齢人口）の変化は同▲

1.0％程度。 
11 政府は、最低賃金を着実に引き上げ、2020年代に全国平均1,500円という高い目標に向かってたゆま

ぬ努力を続けるとしている。 
12 政府は、2030 年に対日直接投資残高を 120 兆円、2030 年代前半のできるだけ早期に 150 兆円とする

ことを目指すとしている。 
13 2024年７月試算ＢＯＸ１「潜在成長率について」では、先行研究を踏まえた生産性押上げ効果の例を

用い、政府が推進する施策のＴＦＰ押上げ効果を概算している。具体的には、企業の職業訓練や正規

化等による人への投資（0.1～0.3％pt程度）、ＧＸ・ＤＸ等の科学技術・イノベーション投資（0.2％

pt程度）、スタートアップ推進等（0.0～0.2％pt程度）、対内直接投資（0.1％pt程度）等の効果を、過

去投影ケースのＴＦＰ上昇率の想定（0.5％程度）に積み上げると概ね１％強となり、成長移行ケース

のＴＦＰ上昇率の想定である過去40年の平均と同程度である。なお、これは米国議会予算局（ＣＢＯ）

における見通し期間（2025～2035年）のＴＦＰ上昇率（民間非農業部門）の平均と同程度である。 
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（２）経済成長率、賃金上昇率 

実質ＧＤＰ成長率は、2013年度以降、新型コロナウイルス感染症が拡大する前の

2019年度までは、振れを伴いながらも平均0.9％程度で推移した。同感染症が拡大した

2020年度は大幅なマイナス成長（▲3.9％）、2021年度にはその反動でプラス成長（3.0％）

となった後、2022年度は1.3％、2023年度は0.6％、2024年度は0.8％となった。名目Ｇ

ＤＰ成長率については、2013年度以降、実質と同様、振れを伴いながらも平均１％台

で推移した後、2022年度以降、物価上昇の影響を受けて上昇した。2023年度は4.9％と

1991年度以来の高い伸びとなった後、2024年度は3.7％となった。 

内閣府年央試算によれば、2025年度のＧＤＰ成長率は、物価高や米国の関税措置・

世界経済の成長鈍化等の影響があるものの、賃上げを始めとする所得の増加や各種政

策効果が経済を下支えする中で、実質で0.7％程度、名目で3.3％程度と見込まれる。

2026年度は、内需に支えられて、実質で0.9％程度、名目で2.7％程度の成長が見込ま

れる。 

その後、マクロの需給がほぼ均衡する中で、実質ＧＤＰ成長率は潜在成長率並みで

推移する姿となっている（過去投影ケースでは０％台半ば、成長移行ケースでは１％

台半ば、高成長実現ケースでは２％程度）。名目ＧＤＰ成長率も同様に中長期的な推移

をみると、過去投影ケースでは０％台後半、成長移行ケースでは２％台後半、高成長

実現ケースでは３％程度で推移する姿となっている。 
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図１：潜在成長率の内訳
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こうした成長率の下、試算最終年度（2034年度）の名目ＧＤＰは、過去投影ケース

では700兆円程度、成長移行ケースでは820兆円程度、高成長実現ケースでは830兆円程

度に達する姿となっている14。 

 

 

  

 
14 2035年度以降について、試算最終年度（2034年度）の名目成長率で機械的に延伸すると、名目ＧＤＰ

は、成長移行ケースでは2042年度に、高成長実現ケースでは2040年度に1,000兆円を超える。 
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また、今後人口減少が本格化していくことを踏まえると、マクロ（一国全体）の経

済成長に加え、国民の生活水準や生産性などの観点から、１人当たり成長の姿を見て

いくことも重要である。１人当たり実質ＧＤＰ成長率は、人口減少の影響を受け、マ

クロで見た実質ＧＤＰ成長率よりも高くなり、過去投影ケースでは１％程度、成長移

行ケースでは２％程度、高成長実現ケースでは２％台半ばで推移する姿となっている。 

 

次に、成長に応じた賃金の上昇が達成されているかといった分配面を確認するため、

賃金上昇率15をみる。賃金上昇率は、2013年度以降、女性や高齢者の労働参加が進む中

で非正規雇用者比率が上昇したこと等から下押しされてきたが、近年、労働需給のタ

イト化等の押上げ要因もあり16、2013～2023年度の平均で0.7％程度で推移してきてい

る。高水準となった春季労使交渉の賃上げ率を受け、2024年度は3.0％程度、2025年度

は3.0％程度の上昇が見込まれ、2026年度には2.8％程度と見込まれる。 

その後、過去投影ケースでは、労働生産性や物価の上昇率が小幅なものにとどまり、

中長期的に１％程度で推移する姿となっている。成長移行ケース及び高成長実現ケー

スでは、過去投影ケースよりも資本形成が進み、労働生産性が高まるほか、相対的に

高い成長率の下、需要の増大等に伴い物価が上昇していくことから、これが賃金の上

昇に反映され、中長期的に３％～３％台半ばで推移する姿となっている。 

なお、賃金上昇率から、後述する消費者物価上昇率17を差し引いた実質的な賃金上昇

率については、過去投影ケースでは中長期的に０％程度、成長移行ケース及び高成長

実現ケースでは賃金上昇率が消費者物価上昇率を上回ることから2020年代後半以降に

１％～１％台半ば18となる。 

 
15 雇用者１人当たり。賃金・俸給（名目）の上昇率。 
16 内閣府「令和５年度年次経済財政報告」第２章第１節参照。 
17 消費者物価指数（総合）の上昇率。以下同じ。 
18 政府は、2029 年度までの５年間で、持続的・安定的な物価上昇の下、物価上昇を１％程度上回る賃

金上昇をノルムとして定着させるとしている。 

1.1 0.9

1.6 2.0
1.6

2.4

-5

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

5

2013 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34

過去投影ケース

成長移行ケース

（年度）

（％）

図４：１人当たり実質ＧＤＰ成長率
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（３）消費者物価、長期金利 

2013年末以降、デフレではない状況となる中、消費者物価上昇率は、2013～2019年

度の平均で0.8％程度19で推移した。新型コロナウイルス感染症が拡大した2020、2021

年度は、それぞれ▲0.2％、0.1％となったが、エネルギー・食料品を中心とした価格

上昇に伴い、2022年度は3.2％となった。その後、2023年度は3.0％、2024年度は3.0％

となり、内閣府年央試算によれば、2025年度は2.4％程度、2026年度は1.9％程度と見

込まれる。 

その後、過去投影ケースでは、消費者物価上昇率は、中長期的に１％程度で推移す

る姿となっている20。また、名目長期金利は、中長期的に１％台半ばで推移する姿とな

っている。 

成長移行ケース及び高成長実現ケースでは、消費者物価上昇率は、潜在成長率が高

まり、2027年度以降も安定的な賃金上昇が見込まれる中で、中長期的に２％程度で推

移する姿となっている。また、名目長期金利は、経済成長に伴って中長期的に３％～

３％台半ばまで上昇する姿となっている。 

 
19 総務省「消費者物価指数」の消費税率引上げ等の影響を除く系列では、0.5％程度。 
20 経済財政モデルでは、消費者物価上昇率は中長期的に期待物価上昇率に収れんする姿となってい

る。過去投影ケースでは、期待物価上昇率について、我が国が過去に実際に経験した消費者物価上

昇率から形成される水準にとどまることを想定しており、2012 年 11 月から 2025 年６月までの平均

の消費者物価上昇率である 1.0％程度に収れんする結果となっている。 
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３．財政の中長期的な展望 

財政については、令和７（2025）年度予算等を反映した上で、経済シナリオと整合

的な姿を示している21。歳出については、多年度の計画により具体的な規模が想定され

ている防衛力強化や国土強靱化等を織り込みつつ22、社会保障歳出は高齢化要因や物

価・賃金上昇率等を反映して増加し、それ以外の一般歳出は物価上昇率並みに増加す

ると想定している。歳入については、税収等はマクロ経済の姿と整合的な形で推移す

ると想定している。本節では、財政の持続可能性に注目する観点から、過去投影ケー

スと成長移行ケースに関して記述する。なお、成長移行ケースよりも更に高い成長と

なる高成長実現ケースでは、国・地方の基礎的財政収支（ＰＢ）23対ＧＤＰ比や国・地

方の公債等残高対ＧＤＰ比が、成長移行ケースに比べて、更に改善する姿となる。

（１）国・地方の基礎的財政収支及び財政収支

国・地方の基礎的財政収支（ＰＢ）対ＧＤＰ比については、2013年度以降、高齢化

の進展や補正予算等による歳出増に関わらず、当初予算における歳出改革を進めてき

たことや、名目ＧＤＰの拡大、消費税率引上げ等による歳入増加により、新型コロナ

ウイルス感染症の拡大前まで着実に改善してきた（2018年度 ▲1.9％程度）24。その後、

同感染症の拡大や原油価格・物価高騰対策等に伴う歳出増（多くが経済下支えに資する

支出）により、2020年度は▲9.1％程度、2021年度は▲5.5％程度、2022年度は▲3.6％

程度、2023年度は▲2.1％程度となった。2024～2025年度は、賃金・所得の増加に向け

た施策や物価高への対応等を含む総合経済対策に基づく歳出増等があり、2025年度まで

にこれらの経済対策にかかる歳出の大宗が執行されると想定される。これを踏まえ、 

2024年度は▲1.2％程度、2025年度は▲0.5％程度と赤字が続くが、2026年度は0.5％程

度の黒字の姿となる2526。

その後、過去投影ケースでは、2027年度に0.7％程度の黒字となった後、次第に黒字

幅が縮小していく。これは、名目ＧＤＰ成長率並みに伸びていく歳入の増加が、高齢

21 詳細な前提は付録１を参照。 
22「防衛力整備計画」及び「こども未来戦略」、「第１次国土強靱化実施中期計画」は、本試算に反映し

ている。いわゆる教育無償化（高校無償化、給食無償化等）に伴う歳出増については、安定財源が確

保されることを想定し、ＰＢに影響を与えないと仮定している。その他の具体的に想定されない追加

歳出は織り込んでいない。 
23 基礎的財政収支（プライマリーバランス、ＰＢ）とは、社会保障や公共事業をはじめ様々な行政サー

ビスを提供するための経費（政策的経費）を、税収等で賄えているかを示す指標。ここでは、復旧・

復興対策、ＧＸ対策及びＡＩ・半導体支援の経費及び財源の金額を除いたベースで、その動向につい

て言及している。 
24 コロナ禍も含めた過去の財政状況等は、内閣府「令和４年度年次経済財政報告」第１章第３節参照。 
25 2024年度までの歳出効率化努力とそれによる経済への影響を加味した場合のＰＢ改善効果について

は、経済財政諮問会議（2024年４月２日）経済・財政一体改革推進委員会提出資料において１年当

たり1.3兆円程度と検証されている。本試算では、2026年度予算について、歳出効率化努力効果の半

分程度（0.7兆円程度）を織り込んでいる（従来試算と同様の設定）。2025年度、2026年度の前回試

算からの変化については、ＢＯＸ２参照。 
26 政府は、2025 年度から 2026 年度を通じて、可能な限り早期の国・地方を合わせたＰＢ黒字化を目

指すとしている。 
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化や物価・賃金要因等で伸びていく歳出の増加を下回るためである27。なお、国・地方

の財政収支対ＧＤＰ比については、金利上昇を受けて利払費が徐々に増加し、試算期

間内を通じて赤字が続く姿となっている。 

成長移行ケースでは、国・地方のＰＢ対ＧＤＰ比は2027年度以降、試算期間内にお

いて黒字幅が拡大する姿となっている。これは、名目ＧＤＰ成長率並みに伸びていく

歳入の増加が、高齢化や物価・賃金要因等で伸びていく歳出の増加を上回るためであ

る28。なお、国・地方の財政収支対ＧＤＰ比は、金利上昇を受けて利払費が拡大し、試

算期間内において赤字で推移する姿となっている。 

 

（２）国・地方の公債等残高 

国・地方の公債等残高対ＧＤＰ比は、2000年代、国・地方のＰＢ赤字、名目ＧＤＰ

の伸び悩みを背景に上昇傾向にあり、リーマンショック時には大きく上昇した。2013

年度以降、国・地方のＰＢ対ＧＤＰ比の改善と、名目ＧＤＰの増加に伴い、その上昇

ペースは鈍化したが、2020年度以降、新型コロナウイルス感染症の影響とそれに対応

するための補正予算等により再び大きく上昇し、2022年度は211.6％程度となった。

2023年度は、名目ＧＤＰの拡大等により、205.3％程度と低下に転じた。当面は、2024

年度は201.3％程度、2025年度は201.0％程度、2026年度は197.1％程度と低下傾向で推

移することが見込まれる。 

その後、過去投影ケースでは、分母となる名目ＧＤＰの伸びが小幅にとどまる中で、

国・地方のＰＢ悪化や、2027年度以降名目ＧＤＰ成長率が金利を下回って推移するこ

と等の影響を受けて、分子となる国・地方の公債等残高が増加することから、2020年

代後半に上昇に転じる姿となっている。 

成長移行ケースでは、分母となる名目ＧＤＰが拡大するとともに、国・地方のＰＢ

 
27 ＢＯＸ１参照。 
28 ＢＯＸ１参照。 
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図８：国・地方のＰＢ対ＧＤＰ比
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が改善していく中、分子となる国・地方の公債等残高の増加幅が抑制されることで、

2028年度には190.5％程度とコロナ禍前の水準（2019年度 191.2％）を下回り、試算期

間内で安定的に低下する姿となっている29。 

なお、長期金利の上昇に伴い、低金利で発行した既発債についてより高い金利によ

る借換えが進むことに留意が必要である。 

 

 

 
29 政府は、「経済・財政新生計画」の期間を通じて、その取組の進捗・成果を後戻りさせることなく、

ＰＢの一定の黒字幅を確保しつつ、債務残高対ＧＤＰ比を、まずはコロナ禍前の水準に向けて安定的

に引き下げることを目指し、経済再生と財政健全化を両立させる歩みを更に前進させるとしている。 
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図９：国・地方の公債等残高対ＧＤＰ比
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＜ＢＯＸ１＞国・地方のＰＢについて 

ＰＢは歳入と歳出の差額であるため、歳入の伸びが歳出の伸びを下回ればＰＢは

悪化し、上回ればＰＢは改善する。 

実績の推移をみると、2019年度までは、ＧＤＰに比して歳入が高まる一方で歳出

が低下し、ＰＢが改善する傾向にあった。2020～2023年度にかけては、歳入は引き

続きＧＤＰに比して高まる傾向があったものの、新型コロナウイルス感染症への対

応や原油価格・物価高騰対策等のために歳出は大きく拡大し、ＰＢ悪化に寄与した。 

2024年度には賃金・所得の増加に向けた施策や物価高への対応を含む経済対策等

が講じられており、ＰＢ対象歳出の対ＧＤＰ比は、コロナ前の2019年度を上回る姿

となっている。2025年度及び2026年度については、2024年度に策定された経済対策

等のうち翌年度以降に繰り越された分の執行が見込まれる一方、2027年度以降にお

いては、そうした影響を受けない姿となっている。 

国・地方のＰＢ対象歳入・歳出（対ＧＤＰ比）の推移 

 

（備考）１．ＩＭＦ「政府財政統計(ＧＦＳ)マニュアル 2014」に準拠。 
２．ＰＢ対象歳入は「収入」から「受取利子（FISIM 調整前）」を除いたもの。ＰＢ対象歳出は「支出」 

及び「非金融資産の純取得」の合計から「支払利子（FISIM 調整前）」を除いたもの。 
３．復旧・復興対策、ＧＸ対策及びＡＩ・半導体支援の経費及び財源を除く。 
４．国・地方のＰＢ対象歳入・歳出は、それぞれ国と地方の間の移転を取り除いている。 
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 2027年度以降については、以下のような歳入と歳出の伸びを決定するメカニズム

の違いによって、過去投影ケースと成長移行ケースで動向に差が生じている。 

 歳入の伸びは、その大宗を占める税収動向で概ね規定される。税収は、家計の

所得や消費、企業収益等のマクロ経済の姿に連動し、名目ＧＤＰと相関が強い。

このため、ＰＢ対象歳入対ＧＤＰ比は、両ケースで概ね横ばいとなっている。 

 歳出の伸びは、社会保障歳出は高齢化要因や物価・賃金上昇率等を反映して変

動し、それ以外の歳出は物価上昇率並みに変動する。このうち高齢化要因につ

いては両ケースで差はないことから、歳出の伸びの違いは主に物価上昇率の差

による（※）。結果、ＰＢ対象歳出対ＧＤＰ比は、過去投影ケースでは、中長期的

に物価上昇率と名目ＧＤＰ成長率は同程度であるため、概ね横ばいとなる一方

で、成長移行ケースでは、物価上昇率が名目ＧＤＰ成長率を下回るため、緩や

かに低下する姿となっている。 

（※）賃金上昇率の差も影響するが、関係する歳出ウェイトが相対的に小さいことから、物価上昇率

の差が与える影響の方が大きくなる。 
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＜ＢＯＸ２＞国・地方のＰＢの変化要因 

2025年度のＰＢは、3.2兆円（対ＧＤＰ比0.5％）程度の赤字が見込まれる。2025

年１月試算（4.5兆円程度の赤字）と比べると、決算概要における繰越の反映等（※１）

によって悪化する一方、税収の上振れを踏まえた基調的な税収増を見込むことによ

り、1.3兆円程度の改善となった。 

2025 年度における国・地方のＰＢの変化要因 

（2025 年１月試算対比） 

  兆円程度 

 収支への影響 

（要因） 

2025 年度 

ＰＢ実額 

2025 年１月試算  ▲ 4.5 

歳入面の要因 

・基調的な税収増の想定 

 

＋ 1.6 
 

歳出面の要因 

・2024 年度決算における繰越等の影響 

 

▲ 0.4 

2025 年８月試算  ▲ 3.2 
 
（備考）１．本試算における想定を含め、相当な幅を持って理解される必要がある。 
    ２．表章単位以下の位で四捨五入しているため、要因の合計とＰＢ改善幅は必ずしも一致しない。 
 

2026年度のＰＢは、3.6兆円（対ＧＤＰ比0.5％）程度の黒字が見込まれる。2025

年１月試算（2.2兆円程度の黒字（成長移行ケース））と比べると、国土強靱化の取

組推進による歳出増（※２）等があったものの、税収の上振れを踏まえた基調的な税収

増や歳出効率化等により、全体としては1.4兆円程度の改善となった。 

2026 年度における国・地方のＰＢの変化要因 

（2025 年１月試算対比） 

  兆円程度 

 収支への影響 

（要因） 

2026 年度 

ＰＢ実額 

2025 年１月試算（成長移行ケース）  ＋ 2.2 

歳入面の要因 

・基調的な税収増の想定 

 

＋ 1.6 

 
歳出面の要因 

・国土強靱化の取組推進による歳出増 

・2026 年度物価上昇率低下による歳出減 

・2026 年度予算における歳出効率化の想定 

 

▲ 1.0 

＋ 0.1 

＋ 0.7 

2025 年８月試算  ＋ 3.6 
 
（備考）１．歳出効率化については、脚注 25を参照。 

２．本試算における想定を含め、相当な幅を持って理解される必要がある。 
    ３．表章単位以下の位で四捨五入しているため、要因の合計とＰＢ改善幅は必ずしも一致しない。 
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 なお、2025 年度、2026 年度のＰＢについて、本試算における計数は現時点で利

用可能な情報を基にした推計値であり、今後、国の一般会計決算における税収の変

化や不用・繰越の反映、また、地方や特別会計の決算等を織り込んだ国民経済計算

年次推計の反映により変動する可能性があることから（※３）、相当な幅をもって理解さ

れる必要がある。 

（※１）2024年度決算における繰越の影響及び2025年度予算の国会修正等の影響の合計。前者は国の

令和６年度一般会計決算概要を反映した結果、想定していたよりも繰越による影響が0.3兆円大

きかったことによるもの。繰越額の上振れは2024年度ＰＢの改善要因となる一方、繰越後は2025

年度に歳出されると想定していることから、同年度ＰＢの押し下げ要因となる。 

（※２）「第１次国土強靱化実施中期計画」（2025年６月６日閣議決定）を踏まえて国土強靱化関連の

歳出の想定を見直した結果、2026年度以降、2025年１月試算対比で毎年度１兆円ずつ歳出の想定

が増加している。詳細な前提は付録１を参照。 

（※３）各年度の国の一般会計決算は、例年、その概要が翌年度の７月頃に公表され、当該決算概要

公表後の夏試算において反映。また、国の一般会計決算に加え、地方や特別会計の決算等を織り

込んだ国民経済計算年次推計は、例年、翌年度の12月末頃に公表され、当該年次推計公表後の冬

試算において反映。 
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４．リスク・不確実性 

これまで述べてきた中長期の経済財政の姿には、種々のリスク・不確実性が伴う。

短期的には、米国の通商政策の影響による景気の下振れリスクには留意が必要であり、

物価上昇の継続が消費者マインドの下振れ等を通じて個人消費に及ぼす影響なども、

我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、金融資本市場の変動等の影響

に注意する必要がある。さらに、中長期の時間軸を見据えると、例えば、以下（ⅰ）

～（ⅲ）のようなリスク・不確実性が考えられる30。 

リスク・不確実性のうち、外的なインパクトが我が国の経済財政に及ぼす経路や定

量的な影響を把握するため、成長率の低下及び長期金利の上昇が生じた場合等の影響

について、機械的な試算による感応度分析を実施した。なお、本感応度分析は、機械

的な設定値を置いて実施したものであり、具体的なシナリオや特定の政策変更を念頭

に置いたものではない。 

（ⅰ）中長期的な経済成長の変化 

ＩＭＦ「世界経済見通し」（2025年４月）では、今後の世界経済の成長について、貿

易措置の拡大と貿易政策の不確実性の長期化、金融市場の変動、長期金利の上昇、社

会不安の高まり等による下振れリスクが挙げられている31。こうした世界経済の下振

れは、輸出の減少等を通じて生産と企業業績を下押しするが、この影響が長期化した

場合、投資の低迷等を通じ、我が国の中長期的な経済成長にマイナスの影響を与える。 

国内経済においては、足下で見られているように、賃上げの動きや高い投資意欲が

継続する場合など、中長期の成長パスを上振れさせる要因もみられる一方で、大きな

経済変動や、少子化、労働参加意欲の低下などによる期待成長率の低下が生じる場合

など、中長期の成長パスを下振れさせる要因も考えられる。 

以下では、潜在成長率が低下した場合の影響について、機械的な試算による感応度

分析を実施した。ここではＴＦＰ上昇率について、過去投影ケース対比で継続的に

0.5％pt程度引き下がったと設定した。結果、資本投入量の減少も加わり、潜在成長率

は試算期間の最終年度（2034年度）で0.8％pt程度低下する。この成長率低下による歳

入減から、試算期間の最終年度において、国・地方のＰＢ対ＧＤＰ比は0.8％pt程度悪

化し、国・地方の公債等残高対ＧＤＰ比は8.2％pt程度上昇する。 

 
30 ここで挙げられたものは例示であり、これらに限られるものではない。 
31 上振れリスクとしては、多国間貿易協定に向けた機運の高まり、紛争の緩和等による世界的な商品価

格の下落、構造改革の加速、ＡＩによる生産性上昇等が挙げられている。また、世界銀行「商品市場

見通し」(2025年４月)では、今後の原油価格について、地政学的緊張に伴う供給の途絶、貿易摩擦の

緩和による世界経済見通しの改善といった価格上昇リスクや、世界経済の成長率低下に伴う需要の低

下、ＯＰＥＣ＋（プラス）の想定を上回る増産といった価格低下リスクが指摘されている。 
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図10：潜在成長率が低下した場合
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（年度）
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成長移行ケース

潜在成長率低下ケース

（３）参考計数

（１）国・地方のＰＢ対ＧＤＰ比

（２）国・地方の公債等残高対ＧＤＰ比

（％程度）、兆円程度

年度 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

潜在成長率 ( 0.3) ( 0.5) ( 0.6) ( 0.7) ( 0.1) ( 0.0) (▲0.1) (▲0.1) (▲0.2) (▲0.3) (▲0.4) (▲0.5)

名目GDP 594.7 617.0 637.5 654.6 659.2 662.8 666.2 669.0 671.0 672.9 674.8 676.2

基礎的財政収支対GDP比 (▲2.1) (▲1.2) (▲0.5) ( 0.5) ( 0.6) ( 0.5) ( 0.4) ( 0.3) ( 0.1) (▲0.2) (▲0.4) (▲0.6)

公債等残高対GDP比 ( 205.3) ( 201.3) ( 201.0) ( 197.1) ( 197.3) ( 198.0) ( 199.1) ( 200.7) ( 202.7) ( 205.0) ( 207.5) ( 210.2)

（備考）　１．「経済財政モデル（2018年度版）」に記載されている主要乗数表を用いた感応度分析。
　　 　　 ２．「潜在成長率低下ケース」は、その他の外生変数が変化しない下で、試算期間中（2027年度以降）、ＴＦＰ上昇率が
          　　 過去投影ケースより継続的に0.5％pt程度下振れた場合の姿。
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（ⅱ）金利の上昇 

2021年末以降、欧米において金融引締めが行われ、海外の金利が上昇する下で、我

が国の金利に上昇圧力がかかる局面が見られたほか、2024年３月には日本銀行による

金融政策の枠組みの見直しが行われた。そうした中で、名目長期金利は、緩やかな上

昇基調で推移している。 

長期金利の上昇は、様々な経路を通じた経済財政への影響が考えられる32が、例え

ば、投資抑制等を通じて実体経済にマイナスの影響を及ぼすことや、名目ＧＤＰ成長

率に比して名目長期金利が上振れる場合には、財政収支の悪化や公債等残高対ＧＤＰ

比の高まりを招くなど財政の健全性に悪影響を与えること等が考えられる。 

以下では、長期金利が上昇した場合の影響について、機械的な試算による感応度分

析を実施した。具体的には、長期金利が各ケース対比で継続的に0.5％pt程度上振れた

と設定した。新発債・借換債の金利上昇により利払費が増加するため、両ケースにお

いて国・地方の公債等残高対ＧＤＰ比は試算期間の最終年度で2.8％pt程度上昇する。 

 

 
32 長期金利の上昇の経済への影響として、例えば、内閣府「日本経済2005」第２章第１節参照。 

（２）参考計数
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図11：名目長期金利が上昇した場合

（１）国・地方の公債等残高対ＧＤＰ比

＜対過去投影ケース＞ ％程度

年度 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

名目長期金利 0.6 1.1 1.5 1.7 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.1

公債等残高対GDP比 205.3 201.3 201.0 197.1 196.9 197.2 197.7 198.6 199.8 201.2 202.8 204.8

＜対成長移行ケース＞ ％程度

年度 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

名目長期金利 0.6 1.1 1.5 1.7 2.4 2.6 2.8 3.0 3.2 3.4 3.5 3.6

公債等残高対GDP比 205.3 201.3 201.0 197.1 194.1 191.0 187.8 184.8 182.1 179.7 177.8 176.4

（備考）　１．「経済財政モデル（2018年度版）」に記載されている主要乗数表を用いた感応度分析。
　　 　　 ２．「長期金利上昇ケース」は、その他の外生変数が変化しない下で、試算期間中（2027年度以降）、長期金利が
          　　 両ケースで継続的に0.5％pt程度上振れた場合の姿。
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（ⅲ）景気変動等への対応 

様々な経済の下振れ要因となるショックが発生した場合、発生した危機に対処する

ための追加的な財政支出が行われることが多い。国・地方の公債等残高対ＧＤＰ比は、

過去20年程度の間（2002～2023年度）に90％pt程度上昇したが、特にリーマンショッ

クと新型コロナウイルス感染症への対応を行った期間で40％pt程度33上昇した。 

経済ショックに対し財政による調整機能が働き、早期に経済が安定することは望ま

しいが、これまでリーマンショック、新型コロナウイルス感染症ほどの大きなショッ

クではない場合にも、時々の経済情勢等に対する機動的な対応として、補正予算が編

成されてきた34。 

一般会計における補正予算は、財政法35上、特に緊要となった場合に編成されるもの

であり、本試算では、そうした現時点で具体的に想定されない支出は織り込まない姿

を示している。政府は、緊急時の財政支出を必要以上に長期化・恒常化させないよう

に取り組むこととしているが、それとともに、経済の安定的成長に高い効果をもたら

すようワイズスペンディングを実現していくことが必要である。 

以下では、政府支出が本試算で想定するよりも増加した場合の影響について、機械

的な試算による感応度分析を実施した。具体的には、政府支出が各ケース対比で毎年

名目ＧＤＰの0.5％程度増加するものと設定した。これにより両ケースともにＰＢは

下振れ、過去投影ケースでは赤字となっていく。 

 

 
33 2008～2010年度、2019～2022年度における公債等残高対ＧＤＰ比の変化。公債等残高は、過去20年程

度（2002～2023年度）で約620兆円増加したが、うちこの５年間の増加は約230兆円と約４割を占める。 
34 例えば、2013～2019年度では、一般会計の基礎的財政収支対象経費について、当初予算から決算で平

均３兆円程度上振れている（リーマンショック前の時期である2002～2008年度では２兆円程度、2020

～2023年度では30兆円程度）。 
35 財政法（昭和22年法律第34号）第29条。 
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上記（ⅰ）～（ⅲ）に加え、賃金交渉が賃金動向に与える影響、価格転嫁の状況が

物価・賃金に与える影響、税収のトレンドの変化や決算等を受けた財政収支の変動36な

ど、種々の不確実性が伴うため、試算結果については、相当な幅をもって理解される

必要がある37。 

中長期の経済財政政策の検討においては、こうしたリスク・不確実性について留意

して議論がなされることが重要であり、これらの議論に貢献するため、中長期的な経

済財政の展望では、リスク・不確実性にかかる影響を示すことが有用である38。 

 

 
36 国・地方の基礎的財政収支は、例えば、ある年度（Ｔ年度とする）については、Ｔ＋１年夏試算で国

の一般会計決算等を反映する結果、税収の変化や不用・繰越の発生等により、年によって変動がある

ものの、反映前のＴ＋１年冬試算に比べて２兆円程度の改善が生じてきた（過去10年程度の試算のう

ち、コロナ対応が含まれない2013～2019年度の平均）。また、Ｔ＋２年冬試算では、地方や特別会計の

決算等を織り込んでいる国民経済計算年次推計を反映する結果、同様に、Ｔ＋１年夏試算に比べて２

兆円程度の改善が生じてきた。 
37 過去の試算結果の推移については、付録３を参照。 
38 2023年７月試算ＢＯＸ３「実質ＧＤＰ成長率のファンチャート」では、一つの試みとして試算値の示

す不確実性の幅を示している。 
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図12：政府支出が増加した場合

（２）参考計数

（１）国・地方のＰＢ対ＧＤＰ比

＜対過去投影ケース＞ ％程度

年度 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

基礎的財政収支対GDP比 ▲ 2.1 ▲ 1.2 ▲ 0.5 0.5 0.3 0.3 0.3 0.2 0.1 ▲ 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.2

＜対成長移行ケース＞ ％程度

年度 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

基礎的財政収支対GDP比 ▲ 2.1 ▲ 1.2 ▲ 0.5 0.5 0.5 0.7 0.9 1.0 1.2 1.3 1.4 1.5

（備考）　１．「経済財政モデル（2018年度版）」に記載されている主要乗数表を用いた感応度分析。
　　 　　 ２．「政府支出増加ケース」は、その他の外生変数が変化しない下で、試算期間中（2027年度以降）、政府支出が
          　　 両ケースで継続的に対GDP比で0.5％程度上振れた場合の姿。



過去投影ケース

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

潜在成長率 (0.3) (0.5) (0.6) (0.7) (0.6) (0.5) (0.5) (0.5) (0.4) (0.4) (0.4) (0.3)

実質GDP成長率 (0.6) (0.8) (0.7) (0.9) (0.6) (0.5) (0.5) (0.5) (0.4) (0.4) (0.4) (0.3)

名目GDP成長率 (4.9) (3.7) (3.3) (2.7) (1.0) (0.9) (0.9) (0.9) (0.8) (0.8) (0.8) (0.7)

名目GDP 594.7 617.0 637.5 654.6 661.0 667.1 673.2 679.1 684.7 690.2 695.6 700.8

１人当たり実質GDP成長率 (1.1) (1.3) (1.2) (1.4) (1.1) (1.1) (1.0) (1.0) (1.0) (1.0) (1.0) (0.9)

賃金上昇率 (1.4) (3.0) (3.0) (2.8) (1.4) (1.3) (1.2) (1.1) (1.0) (1.0) (1.0) (1.0)

完全失業率 (2.6) (2.5) (2.4) (2.4) (2.4) (2.5) (2.5) (2.5) (2.5) (2.6) (2.6) (2.6)

消費者物価上昇率 (3.0) (3.0) (2.4) (1.9) (1.0) (1.0) (1.0) (1.0) (1.0) (1.0) (1.0) (1.0)

ＧＤＰデフレーター変化率 (4.2) (2.9) (2.6) (1.8) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4)

名目長期金利 (0.6) (1.1) (1.5) (1.7) (1.7) (1.7) (1.7) (1.7) (1.7) (1.7) (1.7) (1.6)

国・地方の基礎的財政収支（対名目GDP比） (▲2.1) (▲1.2) (▲0.5) (0.5) (0.7) (0.7) (0.7) (0.6) (0.5) (0.4) (0.3) (0.2)

国・地方の公債等残高（対名目GDP比） (205.3) (201.3) (201.0) (197.1) (196.7) (196.6) (196.8) (197.3) (198.1) (199.1) (200.4) (202.0)

成長移行ケース

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

潜在成長率 (0.3) (0.5) (0.6) (0.7) (1.0) (1.3) (1.5) (1.6) (1.6) (1.5) (1.5) (1.4)

実質GDP成長率 (0.6) (0.8) (0.7) (0.9) (1.0) (1.3) (1.5) (1.6) (1.6) (1.5) (1.5) (1.4)

名目GDP成長率 (4.9) (3.7) (3.3) (2.7) (2.4) (2.6) (2.9) (3.0) (3.0) (2.9) (2.8) (2.8)

名目GDP 594.7 617.0 637.5 654.6 670.5 688.2 708.2 729.3 750.9 772.6 794.5 816.6

１人当たり実質GDP成長率 (1.1) (1.3) (1.2) (1.4) (1.6) (1.8) (2.0) (2.1) (2.1) (2.1) (2.1) (2.0)

賃金上昇率 (1.4) (3.0) (3.0) (2.8) (2.9) (3.0) (3.1) (3.1) (3.0) (3.0) (3.0) (3.0)

完全失業率 (2.6) (2.5) (2.4) (2.4) (2.4) (2.5) (2.5) (2.5) (2.5) (2.6) (2.6) (2.6)

消費者物価上昇率 (3.0) (3.0) (2.4) (1.9) (2.0) (2.0) (2.0) (2.0) (2.0) (2.0) (2.0) (2.0)

ＧＤＰデフレーター変化率 (4.2) (2.9) (2.6) (1.8) (1.4) (1.4) (1.4) (1.4) (1.4) (1.4) (1.4) (1.4)

名目長期金利 (0.6) (1.1) (1.5) (1.7) (1.9) (2.1) (2.3) (2.5) (2.7) (2.9) (3.0) (3.1)

国・地方の基礎的財政収支（対名目GDP比） (▲2.1) (▲1.2) (▲0.5) (0.5) (0.8) (1.0) (1.2) (1.4) (1.6) (1.7) (1.8) (1.9)

国・地方の公債等残高（対名目GDP比） (205.3) (201.3) (201.0) (197.1) (193.9) (190.5) (186.9) (183.5) (180.4) (177.7) (175.4) (173.6)

高成長実現ケース

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

潜在成長率 (0.3) (0.5) (0.6) (0.7) (1.1) (1.5) (1.8) (1.9) (1.9) (1.9) (1.9) (1.9)

実質GDP成長率 (0.6) (0.8) (0.7) (0.9) (1.1) (1.4) (1.7) (1.9) (1.9) (1.9) (1.8) (1.8)

名目GDP成長率 (4.9) (3.7) (3.3) (2.7) (2.5) (2.8) (3.1) (3.3) (3.3) (3.2) (3.2) (3.2)

名目GDP 594.7 617.0 637.5 654.6 670.9 689.6 711.3 734.5 758.6 783.3 808.4 834.0

１人当たり実質GDP成長率 (1.1) (1.3) (1.2) (1.4) (1.6) (1.9) (2.3) (2.4) (2.5) (2.4) (2.4) (2.4)

賃金上昇率 (1.4) (3.0) (3.0) (2.8) (3.0) (3.2) (3.4) (3.4) (3.4) (3.4) (3.4) (3.4)

完全失業率 (2.6) (2.5) (2.4) (2.4) (2.4) (2.5) (2.5) (2.5) (2.5) (2.6) (2.6) (2.6)

消費者物価上昇率 (3.0) (3.0) (2.4) (1.9) (2.0) (2.0) (2.0) (2.0) (2.0) (2.0) (2.0) (2.0)

ＧＤＰデフレーター変化率 (4.2) (2.9) (2.6) (1.8) (1.4) (1.4) (1.4) (1.4) (1.4) (1.4) (1.4) (1.4)

名目長期金利 (0.6) (1.1) (1.5) (1.7) (1.9) (2.2) (2.5) (2.7) (3.0) (3.2) (3.4) (3.5)

国・地方の基礎的財政収支（対名目GDP比） (▲2.1) (▲1.2) (▲0.5) (0.5) (0.8) (1.1) (1.3) (1.6) (1.8) (2.0) (2.2) (2.3)

国・地方の公債等残高（対名目GDP比） (205.3) (201.3) (201.0) (197.1) (193.8) (190.1) (186.0) (182.0) (178.3) (174.9) (171.9) (169.3)

（注１） １人当たり実質ＧＤＰ成長率は、総人口１人当たりの実質ＧＤＰの変化率。賃金上昇率は、雇用者１人当たりの賃金・俸給総額の変化率。消費者物価は、総合（全国）。

（注２）

（注４）

国・地方の公債等残高は、普通国債（国民経済計算における社会保障基金から発行されることが見込まれる子ども特例債を除く）、地方債及び交付税特会借入金の合計である。なお、2007
年度に一般会計に承継された交付税特会借入金（国負担分）に関しては、指標の連続性を維持するために引き続き国の公債等残高に計上している。交付税特会借入金（地方負担分）につ
いては、地方の公債等残高に計上している。

年　　　度

年　　　度

国・地方の基礎的財政収支及び公債等残高については、復旧・復興対策、ＧＸ対策及びＡＩ・半導体支援の経費及び財源の金額を除いたベースを示している。復旧・復興対策の経費及び財
源の金額とは、東日本大震災の復旧・復興対策に係る経費であって、既存歳出の削減等により賄われる一般会計からの繰入額を超えた金額のうち、復興債、更なる税外収入の確保及び
復興特別税等により財源が確保された金額及び当該財源の金額をいう。なお、「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された
放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」（平成23年法律第110号）に基づき、東京電力に求償される除染・中間貯蔵施設事業に係る歳出についても、東京電力による
支払いの進捗状況等に鑑み、見合いの財源が確保される経費として復旧・復興対策の経費に含める。ＧＸ対策の経費及び財源の金額とは、カーボンプライシングで得られる将来の財源を
裏付けとしたＧＸ経済移行債の発行対象経費とその償還財源をいう。ＡＩ・半導体支援の経費及び財源とは、「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」（2024年11月22日閣
議決定）の別紙１「ＡＩ・半導体産業基盤強化フレーム」における経費・財源をいう。

（％程度）、兆円程度

（％程度）、兆円程度

（％程度）、兆円程度

年　　　度

国・地方の基礎的財政収支は、国・地方の財政収支（国民経済計算における中央政府及び地方政府の純貸出（純借入））から純利払い（利払い（FISIM調整前）マイナス利子受け取り（FISIM
調整前））を控除したものである。また、国・地方ともに一般会計（普通会計）以外に一部の特別会計等を含む。なお、交付税及び譲与税配付金特別会計（以下「交付税特会」）は国民経済計
算上は国に位置付けられるが、その負担分に応じて、償還費及び利払費を国と地方に分割して計上している。

（注３）

1.主要計数表
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過去投影ケース

【国・地方の財政の姿】（復旧・復興対策、ＧＸ対策及びＡＩ・半導体支援の経費及び財源の金額を除いたベース） （％程度）、兆円程度

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

基礎的財政収支 ▲ 12.3 ▲ 7.4 ▲ 3.2 3.6 4.4 4.4 4.4 4.1 3.6 2.9 2.3 1.6

　（対名目GDP比） (▲2.1) (▲1.2) (▲0.5) (0.5) (0.7) (0.7) (0.7) (0.6) (0.5) (0.4) (0.3) (0.2)

国 ▲ 18.5 ▲ 14.1 ▲ 11.5 ▲ 6.2 ▲ 5.6 ▲ 5.4 ▲ 5.2 ▲ 5.2 ▲ 5.3 ▲ 5.5 ▲ 5.8 ▲ 6.2

　（対名目GDP比） (▲3.1) (▲2.3) (▲1.8) (▲1.0) (▲0.9) (▲0.8) (▲0.8) (▲0.8) (▲0.8) (▲0.8) (▲0.8) (▲0.9)

地方 6.2 6.7 8.3 9.8 10.1 9.8 9.6 9.3 8.9 8.5 8.1 7.8

　（対名目GDP比） (1.0) (1.1) (1.3) (1.5) (1.5) (1.5) (1.4) (1.4) (1.3) (1.2) (1.2) (1.1)

財政収支 ▲ 17.0 ▲ 11.7 ▲ 9.0 ▲ 2.1 ▲ 2.5 ▲ 3.8 ▲ 5.1 ▲ 6.7 ▲ 8.3 ▲ 10.0 ▲ 11.6 ▲ 13.2

　（対名目GDP比） (▲2.9) (▲1.9) (▲1.4) (▲0.3) (▲0.4) (▲0.6) (▲0.8) (▲1.0) (▲1.2) (▲1.5) (▲1.7) (▲1.9)

国 ▲ 22.5 ▲ 17.3 ▲ 16.3 ▲ 11.1 ▲ 11.6 ▲ 12.7 ▲ 13.7 ▲ 14.9 ▲ 16.2 ▲ 17.4 ▲ 18.6 ▲ 19.8

　（対名目GDP比） (▲3.8) (▲2.8) (▲2.6) (▲1.7) (▲1.8) (▲1.9) (▲2.0) (▲2.2) (▲2.4) (▲2.5) (▲2.7) (▲2.8)

地方 5.5 5.7 7.4 8.9 9.2 8.8 8.6 8.3 7.9 7.4 6.9 6.6

　（対名目GDP比） (0.9) (0.9) (1.2) (1.4) (1.4) (1.3) (1.3) (1.2) (1.1) (1.1) (1.0) (0.9)

公債等残高 1221.1 1242.0 1281.6 1290.1 1300.2 1311.6 1324.7 1339.5 1356.0 1374.2 1393.9 1415.3

　（対名目GDP比） (205.3) (201.3) (201.0) (197.1) (196.7) (196.6) (196.8) (197.3) (198.1) (199.1) (200.4) (202.0)

国 1053.9 1078.3 1124.2 1137.5 1152.6 1169.1 1187.1 1206.5 1227.2 1249.1 1272.4 1297.0

　（対名目GDP比） (177.2) (174.8) (176.4) (173.8) (174.4) (175.2) (176.3) (177.7) (179.2) (181.0) (182.9) (185.1)

地方 167.1 163.8 157.3 152.6 147.5 142.5 137.6 133.1 128.9 125.0 121.5 118.3

　（対名目GDP比） (28.1) (26.5) (24.7) (23.3) (22.3) (21.4) (20.4) (19.6) (18.8) (18.1) (17.5) (16.9)

【国の一般会計の姿】 兆円程度

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

歳出 127.6 123.0 115.2 121.8 125.6 127.8 130.3 132.8 135.2 137.6 140.0 142.3

（基礎的財政収支対象経費） 102.5 97.7 87.3 93.1 94.7 95.2 96.4 97.3 98.3 99.3 100.4 101.5

社会保障関係費 36.2 35.8 38.3 39.1 39.8 40.5 41.2 41.8 42.4 43.0 43.7 44.3

地方交付税等 17.2 19.6 18.9 20.6 21.1 21.2 21.3 21.4 21.5 21.5 21.7 21.8

その他 48.7 41.9 29.8 33.1 33.4 33.2 33.5 33.8 34.1 34.4 34.7 35.0

国債費 25.5 25.7 28.2 29.0 31.3 32.9 34.3 35.8 37.3 38.7 40.0 41.1

うち債務償還費 17.7 17.4 17.3 17.9 18.8 19.1 19.4 19.7 20.1 20.5 20.8 21.2

うち利払費 7.4 7.9 10.5 10.7 12.1 13.4 14.6 15.7 16.8 17.9 18.8 19.5

税収等 94.1 88.6 86.6 91.1 92.3 92.8 93.7 94.4 95.2 96.0 96.8 97.6

税収 72.1 75.2 77.8 81.8 83.5 83.8 84.5 85.1 85.8 86.4 87.1 87.7

その他収入 22.1 13.4 8.7 9.3 8.8 9.0 9.2 9.3 9.4 9.6 9.7 9.9

一般会計における基礎的財政収支 ▲ 8.3 ▲ 9.1 ▲ 0.8 ▲ 2.0 ▲ 2.4 ▲ 2.4 ▲ 2.7 ▲ 2.9 ▲ 3.0 ▲ 3.3 ▲ 3.6 ▲ 4.0

【地方の普通会計の姿】 兆円程度

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

歳出 112.0 110.6 105.4 113.0 114.5 115.4 116.4 117.3 118.3 119.2 120.2 121.2

公債費 12.2 10.9 10.7 11.0 11.3 11.3 11.2 10.9 10.6 10.4 10.2 10.0

税収等 99.8 101.1 96.3 103.6 105.0 105.9 106.8 107.7 108.6 109.5 110.4 111.4

税収 47.3 49.4 49.7 51.6 52.2 52.8 53.2 53.7 54.1 54.5 54.9 55.3

普通会計における基礎的財政収支 4.5 5.9 6.3 8.9 9.0 8.7 8.5 8.2 7.9 7.6 7.3 7.0

（参考）【国・地方の財政の姿】（復旧・復興対策、ＧＸ対策及びＡＩ・半導体支援の経費及び財源の金額を含んだベース） （％程度）、兆円程度

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

基礎的財政収支 ▲ 12.5 ▲ 7.6 ▲ 5.1 0.6 2.2 2.3 2.6 2.3 2.5 1.9 3.0 2.2

　（対名目GDP比） (▲2.1) (▲1.2) (▲0.8) (0.1) (0.3) (0.3) (0.4) (0.3) (0.4) (0.3) (0.4) (0.3)

国 ▲ 18.7 ▲ 14.3 ▲ 13.4 ▲ 9.3 ▲ 7.9 ▲ 7.5 ▲ 7.0 ▲ 7.0 ▲ 6.5 ▲ 6.6 ▲ 5.1 ▲ 5.5

　（対名目GDP比） (▲3.1) (▲2.3) (▲2.1) (▲1.4) (▲1.2) (▲1.1) (▲1.0) (▲1.0) (▲0.9) (▲1.0) (▲0.7) (▲0.8)

地方 6.2 6.7 8.3 9.8 10.1 9.8 9.6 9.3 8.9 8.5 8.1 7.8

　（対名目GDP比） (1.0) (1.1) (1.3) (1.5) (1.5) (1.5) (1.4) (1.4) (1.3) (1.2) (1.2) (1.1)

財政収支 ▲ 17.5 ▲ 12.0 ▲ 10.9 ▲ 5.2 ▲ 4.8 ▲ 6.1 ▲ 7.1 ▲ 8.7 ▲ 9.7 ▲ 11.4 ▲ 11.3 ▲ 12.9

　（対名目GDP比） (▲2.9) (▲1.9) (▲1.7) (▲0.8) (▲0.7) (▲0.9) (▲1.1) (▲1.3) (▲1.4) (▲1.7) (▲1.6) (▲1.8)

国 ▲ 23.0 ▲ 17.7 ▲ 18.3 ▲ 14.1 ▲ 14.0 ▲ 14.9 ▲ 15.7 ▲ 17.0 ▲ 17.6 ▲ 18.8 ▲ 18.3 ▲ 19.5

　（対名目GDP比） (▲3.9) (▲2.9) (▲2.9) (▲2.2) (▲2.1) (▲2.2) (▲2.3) (▲2.5) (▲2.6) (▲2.7) (▲2.6) (▲2.8)

地方 5.5 5.6 7.3 8.9 9.2 8.8 8.6 8.3 7.9 7.4 6.9 6.6

　（対名目GDP比） (0.9) (0.9) (1.1) (1.4) (1.4) (1.3) (1.3) (1.2) (1.1) (1.1) (1.0) (0.9)

公債等残高 1228.7 1250.6 1291.2 1302.0 1314.4 1328.1 1343.6 1361.0 1379.0 1398.7 1418.3 1439.6

　（対名目GDP比） (206.6) (202.7) (202.5) (198.9) (198.8) (199.1) (199.6) (200.4) (201.4) (202.7) (203.9) (205.4)

国 1061.2 1086.5 1133.6 1149.1 1166.6 1185.4 1205.8 1227.7 1249.9 1273.5 1296.6 1321.0

　（対名目GDP比） (178.4) (176.1) (177.8) (175.6) (176.5) (177.7) (179.1) (180.8) (182.6) (184.5) (186.4) (188.5)

地方 167.5 164.0 157.6 152.8 147.8 142.8 137.9 133.3 129.1 125.3 121.7 118.5

　（対名目GDP比） (28.2) (26.6) (24.7) (23.4) (22.4) (21.4) (20.5) (19.6) (18.9) (18.2) (17.5) (16.9)

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

普通会計における基礎的財政収支は、歳出から公債費及び積立金を控除した額を、税収等から控除したもの。

「国の一般会計の姿」のうち、基礎的財政収支対象経費は、国の一般会計歳出から利払費と債務償還費（交付国債分を除く）及び決算不足補てん繰戻しを除いたもの。

国債費うち債務償還費は、交付国債分を除いたもの。一般会計における基礎的財政収支は、税収及びその他収入から基礎的財政収支対象経費を除いたもの。

「国の一般会計の姿」のうち、2023年度、2024年度のその他収入は、税外収入と前年度剰余金（含む繰越財源）の合計（2023年度：33.1兆円程度、2024年度：23.6兆円程度）から
翌年度への繰越額（2023年度：11.1兆円程度、2024年度：10.2兆円程度）等を控除したもの。
「地方の普通会計の姿」のうち、税収等は歳入総額から地方債、積立金取崩し額、繰越金を控除したもの。税収は地方税と地方譲与税の合計額。

年　　　度

年　　　度

年　　　度

年　　　度

「国の一般会計の姿」のうち、2023年度は決算、2024年度は決算概要、2025年度は予算による。「地方の普通会計の姿」のうち、2023年度は決算による。

２.財政の詳細計数表
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成長移行ケース

【国・地方の財政の姿】（復旧・復興対策、ＧＸ対策及びＡＩ・半導体支援の経費及び財源の金額を除いたベース） （％程度）、兆円程度

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

基礎的財政収支 ▲ 12.3 ▲ 7.4 ▲ 3.2 3.6 5.5 7.1 8.8 10.4 11.9 13.3 14.5 15.5

　（対名目GDP比） (▲2.1) (▲1.2) (▲0.5) (0.5) (0.8) (1.0) (1.2) (1.4) (1.6) (1.7) (1.8) (1.9)

国 ▲ 18.5 ▲ 14.1 ▲ 11.5 ▲ 6.2 ▲ 5.3 ▲ 4.2 ▲ 3.2 ▲ 2.5 ▲ 1.8 ▲ 1.1 ▲ 0.6 ▲ 0.3

　（対名目GDP比） (▲3.1) (▲2.3) (▲1.8) (▲1.0) (▲0.8) (▲0.6) (▲0.5) (▲0.3) (▲0.2) (▲0.1) (▲0.1) (▲0.0)

地方 6.2 6.7 8.3 9.8 10.7 11.3 12.0 12.8 13.7 14.4 15.1 15.8

　（対名目GDP比） (1.0) (1.1) (1.3) (1.5) (1.6) (1.6) (1.7) (1.8) (1.8) (1.9) (1.9) (1.9)

財政収支 ▲ 17.0 ▲ 11.7 ▲ 9.0 ▲ 2.1 ▲ 1.6 ▲ 1.7 ▲ 1.7 ▲ 2.0 ▲ 2.5 ▲ 3.3 ▲ 4.2 ▲ 5.3

　（対名目GDP比） (▲2.9) (▲1.9) (▲1.4) (▲0.3) (▲0.2) (▲0.2) (▲0.2) (▲0.3) (▲0.3) (▲0.4) (▲0.5) (▲0.7)

国 ▲ 22.5 ▲ 17.3 ▲ 16.3 ▲ 11.1 ▲ 11.4 ▲ 12.1 ▲ 12.8 ▲ 13.9 ▲ 15.2 ▲ 16.7 ▲ 18.4 ▲ 20.3

　（対名目GDP比） (▲3.8) (▲2.8) (▲2.6) (▲1.7) (▲1.7) (▲1.8) (▲1.8) (▲1.9) (▲2.0) (▲2.2) (▲2.3) (▲2.5)

地方 5.5 5.7 7.4 8.9 9.8 10.4 11.1 11.9 12.7 13.5 14.2 14.9

　（対名目GDP比） (0.9) (0.9) (1.2) (1.4) (1.5) (1.5) (1.6) (1.6) (1.7) (1.7) (1.8) (1.8)

公債等残高 1221.1 1242.0 1281.6 1290.1 1300.0 1310.9 1323.5 1337.9 1354.3 1372.8 1393.7 1417.4

　（対名目GDP比） (205.3) (201.3) (201.0) (197.1) (193.9) (190.5) (186.9) (183.5) (180.4) (177.7) (175.4) (173.6)

国 1053.9 1078.3 1124.2 1137.5 1152.3 1168.2 1185.5 1204.3 1224.5 1246.6 1270.6 1297.0

　（対名目GDP比） (177.2) (174.8) (176.4) (173.8) (171.9) (169.8) (167.4) (165.1) (163.1) (161.4) (159.9) (158.8)

地方 167.1 163.8 157.3 152.6 147.6 142.7 137.9 133.6 129.7 126.2 123.1 120.4

　（対名目GDP比） (28.1) (26.5) (24.7) (23.3) (22.0) (20.7) (19.5) (18.3) (17.3) (16.3) (15.5) (14.7)

【国の一般会計の姿】 兆円程度

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

歳出 127.6 123.0 115.2 121.8 126.5 130.2 134.7 139.2 144.0 149.1 154.4 160.0

（基礎的財政収支対象経費） 102.5 97.7 87.3 93.1 95.5 97.1 99.5 101.8 104.0 106.5 109.0 111.8

社会保障関係費 36.2 35.8 38.3 39.1 40.1 41.1 42.2 43.3 44.4 45.6 46.8 48.3

地方交付税等 17.2 19.6 18.9 20.6 21.4 22.0 22.6 23.1 23.7 24.3 24.9 25.6

その他 48.7 41.9 29.8 33.1 33.6 33.7 34.3 35.0 35.6 36.2 36.9 37.6

国債費 25.5 25.7 28.2 29.0 31.4 33.4 35.6 37.8 40.3 43.0 45.8 48.5

うち債務償還費 17.7 17.4 17.3 17.9 18.8 19.1 19.5 19.9 20.3 20.8 21.3 21.8

うち利払費 7.4 7.9 10.5 10.7 12.3 14.0 15.7 17.5 19.6 21.8 24.1 26.4

税収等 94.1 88.6 86.6 91.1 93.6 96.0 98.9 101.7 104.7 107.7 110.7 113.7

税収 72.1 75.2 77.8 81.8 84.8 86.9 89.4 92.0 94.6 97.3 100.0 102.7

その他収入 22.1 13.4 8.7 9.3 8.8 9.1 9.5 9.8 10.1 10.4 10.7 11.0

一般会計における基礎的財政収支 ▲ 8.3 ▲ 9.1 ▲ 0.8 ▲ 2.0 ▲ 1.9 ▲ 1.1 ▲ 0.6 ▲0.0 0.7 1.2 1.7 1.9

【地方の普通会計の姿】 兆円程度

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

歳出 112.0 110.6 105.4 113.0 115.8 118.5 121.4 124.5 127.8 131.1 134.5 138.1

公債費 12.2 10.9 10.7 11.0 11.3 11.3 11.2 11.0 10.8 10.6 10.5 10.4

税収等 99.8 101.1 96.3 103.6 106.4 109.0 112.0 115.1 118.4 121.8 125.3 128.9

税収 47.3 49.4 49.7 51.6 53.0 54.5 56.0 57.7 59.3 61.0 62.7 64.4

普通会計における基礎的財政収支 4.5 5.9 6.3 8.9 9.6 10.2 11.0 12.1 13.2 14.3 15.4 16.6

（参考）【国・地方の財政の姿】（復旧・復興対策、ＧＸ対策及びＡＩ・半導体支援の経費及び財源の金額を含んだベース） （％程度）、兆円程度

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

基礎的財政収支 ▲ 12.5 ▲ 7.6 ▲ 5.1 0.6 3.2 5.0 7.0 8.6 10.7 12.2 15.2 16.2

　（対名目GDP比） (▲2.1) (▲1.2) (▲0.8) (0.1) (0.5) (0.7) (1.0) (1.2) (1.4) (1.6) (1.9) (2.0)

国 ▲ 18.7 ▲ 14.3 ▲ 13.4 ▲ 9.3 ▲ 7.5 ▲ 6.3 ▲ 5.1 ▲ 4.3 ▲ 2.9 ▲ 2.2 0.1 0.4

　（対名目GDP比） (▲3.1) (▲2.3) (▲2.1) (▲1.4) (▲1.1) (▲0.9) (▲0.7) (▲0.6) (▲0.4) (▲0.3) (0.0) (0.0)

地方 6.2 6.7 8.3 9.8 10.7 11.3 12.1 12.9 13.7 14.4 15.1 15.8

　（対名目GDP比） (1.0) (1.1) (1.3) (1.5) (1.6) (1.6) (1.7) (1.8) (1.8) (1.9) (1.9) (1.9)

財政収支 ▲ 17.5 ▲ 12.0 ▲ 10.9 ▲ 5.2 ▲ 3.9 ▲ 3.9 ▲ 3.8 ▲ 4.1 ▲ 4.0 ▲ 4.8 ▲ 4.0 ▲ 5.2

　（対名目GDP比） (▲2.9) (▲1.9) (▲1.7) (▲0.8) (▲0.6) (▲0.6) (▲0.5) (▲0.6) (▲0.5) (▲0.6) (▲0.5) (▲0.6)

国 ▲ 23.0 ▲ 17.7 ▲ 18.3 ▲ 14.1 ▲ 13.8 ▲ 14.3 ▲ 14.9 ▲ 16.0 ▲ 16.7 ▲ 18.3 ▲ 18.2 ▲ 20.2

　（対名目GDP比） (▲3.9) (▲2.9) (▲2.9) (▲2.2) (▲2.1) (▲2.1) (▲2.1) (▲2.2) (▲2.2) (▲2.4) (▲2.3) (▲2.5)

地方 5.5 5.6 7.3 8.9 9.8 10.4 11.1 11.9 12.8 13.5 14.2 14.9

　（対名目GDP比） (0.9) (0.9) (1.1) (1.4) (1.5) (1.5) (1.6) (1.6) (1.7) (1.7) (1.8) (1.8)

公債等残高 1228.7 1250.6 1291.2 1302.0 1314.2 1327.5 1342.5 1359.4 1377.4 1397.7 1418.6 1442.3

　（対名目GDP比） (206.6) (202.7) (202.5) (198.9) (196.0) (192.9) (189.6) (186.4) (183.4) (180.9) (178.6) (176.6)

国 1061.2 1086.5 1133.6 1149.1 1166.3 1184.6 1204.3 1225.6 1247.5 1271.2 1295.3 1321.7

　（対名目GDP比） (178.4) (176.1) (177.8) (175.6) (174.0) (172.1) (170.0) (168.1) (166.1) (164.5) (163.0) (161.8)

地方 167.5 164.0 157.6 152.8 147.9 142.9 138.2 133.9 130.0 126.5 123.4 120.6

　（対名目GDP比） (28.2) (26.6) (24.7) (23.4) (22.1) (20.8) (19.5) (18.4) (17.3) (16.4) (15.5) (14.8)

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

普通会計における基礎的財政収支は、歳出から公債費及び積立金を控除した額を、税収等から控除したもの。

「地方の普通会計の姿」のうち、税収等は歳入総額から地方債、積立金取崩し額、繰越金を控除したもの。税収は地方税と地方譲与税の合計額。

国債費うち債務償還費は、交付国債分を除いたもの。一般会計における基礎的財政収支は、税収及びその他収入から基礎的財政収支対象経費を除いたもの。

「国の一般会計の姿」のうち、2023年度、2024年度のその他収入は、税外収入と前年度剰余金（含む繰越財源）の合計（2023年度：33.1兆円程度、2024年度：23.6兆円程度）から
翌年度への繰越額（2023年度：11.1兆円程度、2024年度：10.2兆円程度）等を控除したもの。

年　　　度

年　　　度

年　　　度

年　　　度

「国の一般会計の姿」のうち、2023年度は決算、2024年度は決算概要、2025年度は予算による。「地方の普通会計の姿」のうち、2023年度は決算による。

「国の一般会計の姿」のうち、基礎的財政収支対象経費は、国の一般会計歳出から利払費と債務償還費（交付国債分を除く）及び決算不足補てん繰戻しを除いたもの。
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将来の人口については、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（令和５年推計）の出

生中位（死亡中位）推計（総人口（日本における外国人を含む））に基づく。経済成長率及び物価上昇率

等については、2023年度までは2023年度（令和５年度）国民経済計算年次推計等、2024年度は「2025年

１－３月期四半期別ＧＤＰ速報（２次速報）」等、2025年度及び2026年度は「令和７（2025）年度内閣府

年央試算」（2025年８月７日経済財政諮問会議提出）等による。 

 
（１）マクロ経済に関する想定 
 
過去投影ケース 
 
① 全要素生産性（ＴＦＰ）上昇率 

将来にわたって0.5％程度（2012年10－12月期～2020年４－６月期（第16循環）の平均）で推移。 

 

② 労働参加率 

性別・年齢階層別労働参加率は、労働政策研究・研修機構「2023年度版 労働力需給の推計」にお

ける「成長率ベースライン・労働参加漸進シナリオ」を踏まえ推移（例えば、25～44歳女性の労働

参加率は、2024年度の85％程度から2034年度の90％程度まで徐々に上昇。また、65～69歳男性の労

働参加率は、2024年度の65％程度から2034年度の74％程度まで、65～69歳女性の労働参加率は、2024

年度の46％程度から2034年度の56％程度まで徐々に上昇）。 

 

③ 世界経済等 

＜世界経済成長率（日本からの輸出ウェイト（主要10ヵ国）を勘案した実質成長率）＞ 

2027年度から2030年度の間は、ＩＭＦ「世界経済見通し」（2025年４月）に基づく成長率（年率2.8％

程度）で推移し、それ以降は2.6％程度で横ばい。 

 

＜物価上昇率（日本からの輸出ウェイト（主要10ヵ国）を勘案した物価上昇率）＞ 

2027年度から2030年度の間は、ＩＭＦ「世界経済見通し」（2025年４月）に基づく上昇率（年率1.7

～1.9％程度）で推移し、それ以降は1.9％程度で横ばい。 

 

＜原油価格＞ 

内閣府年央試算（2025年８月）の想定を踏まえ、2026年度は１バレル73.7ドル（前年度比▲0.4％）、

以降はその水準で一定。 

 

 

成長移行ケース・高成長実現ケース 
 
上記「過去投影ケース」との違いは次のとおり。 

① 全要素生産性（ＴＦＰ）上昇率 

成長移行ケース：直近の景気循環までを包括した過去40年間（1980年４－６月期～2020年４－６

月期）の平均である1.1％程度に到達。 

高成長実現ケース：日本経済がデフレ状況に入る前の期間（1980年４－６月期～1999年１－３月

期）の平均である1.4％程度に到達。 

 

② 労働参加率 

性別・年齢階層別労働参加率は、労働政策研究・研修機構「2023年度版 労働力需給の推計」にお

ける「成長実現・労働参加進展シナリオ」を踏まえ推移（例えば、25～44歳女性の労働参加率は、

2024年度の85％程度から2034年度の91％程度まで徐々に上昇。また、65～69歳男性の労働参加率は、

2024年度の65％程度から2034年度の77％程度まで、65～69歳女性の労働参加率は、2024年度の46％

程度から2034年度の59％程度まで徐々に上昇）。 

（付録１）詳細な前提 
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「高成長実現ケース」における各計数の作成方法は次のとおり。 

・ 潜在成長率、実質ＧＤＰ成長率、国・地方の基礎的財政収支対ＧＤＰ比、国・地方の公債等残高対

ＧＤＰ比は、「経済財政モデル（2018年度版）」に掲載されている主要乗数表により、ＴＦＰ上昇率

の増分に応じた乗数を「成長移行ケース」の数値に加算。 

・ 完全失業率、消費者物価上昇率及びＧＤＰデフレーター変化率は、「成長移行ケース」と同じ値。名

目ＧＤＰ成長率は、実質ＧＤＰ成長率とＧＤＰデフレーターによる。 

・ 賃金上昇率は、「成長移行ケース」の賃金上昇率に、労働生産性上昇率の増分（労働参加率・完全失

業率が同じであるため、潜在成長率の増分と同じ値）を加算。名目長期金利は、「成長移行ケース」

の名目長期金利に、名目ＧＤＰ成長率の増分を加算。 

 
（２）歳入 
・ 国の一般会計税収については、2023年度は決算、2024年度は決算概要、2025年度は予算を反映。 

・ 「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）等を踏まえ、改正後の税制が継続する

ものと想定（所得税基礎控除上乗せ特例のうち時限措置分は2025～2026年のみ実施と想定）。 

・ 「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」

（平成23年法律第117号）、「東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための

施策に必要な財源の確保に係る地方税の臨時特例に関する法律」（平成23年法律第118号）を踏まえ、

復興特別税の実施、個人住民税均等割の税率引上げを反映。なお、防衛力強化に係る財源確保に伴

う復興特別所得税の税率引下げ及び課税期間の延長については、実施時期等が決まっていないこと

から、この試算では織り込んでいない。 

 
（３）歳出 
・ 国の一般会計歳出については、2023年度は決算、2024年度は決算概要、2025年度は予算を反映。 

・ 2026年度以降の歳出については、社会保障歳出は高齢化要因や物価・賃金上昇率等を反映して増加、

それ以外の一般歳出は物価上昇率並みに増加する（実質横ばい）と想定（ただし、下記の防衛力強

化、こども・子育て政策強化及び国土強靱化の経費については、それぞれ措置額等を反映し、特定

目的予備費等は措置されないものと想定）。 

・ 国土強靱化に関する取組については、「第１次国土強靱化実施中期計画」（2025年６月６日閣議決定）

に基づき、機械的な想定として、国・地方において毎年度3.4兆円程度が予算措置されるものと仮定

している（前回試算では毎年度2.4兆程度の予算措置を想定）。 

・ なお、社会保障歳出は、将来の人口動態、マクロ経済の動向等を基に、「経済財政モデル（2018年度

版）」において内生的に推計されるものであるが、政策的要因やその他の外部要因による変動も大

きく、相当な幅をもって理解される必要がある。 

 

（４）防衛力強化の経費及び財源に関する想定 
・ 「防衛力整備計画」（2022年12月16日閣議決定）等を踏まえ、次の内容を想定。 

・ 経費については、2023年度から2027年度までの５年間において、必要な防衛力整備の水準に係る金

額である43兆円程度が措置される。2023年度は補正後予算7.1兆円程度、2024年度は補正後予算8.2

兆円程度とし、残額についてはこれまでの予算措置の状況を踏まえ、2025～2027年度に機械的に配

分（ただし、2025年度の国の一般会計の姿は令和７年度予算としている）。2028年度以降について

は、他の一般歳出と同様、物価上昇率並みに増加。 

・ 同計画に関する財源の確保については、2023年度から2027年度までの５年間における、各年度の予

算編成に伴う防衛関係費（40.5兆円程度）による歳出増に関し、歳出改革、決算剰余金の活用、税

外収入を活用した防衛力強化資金、税制措置等、所要の措置が講じられる（このうち、防衛力強化

資金を含む税外収入の一部は、国民経済計算上、国・地方のＰＢの算定には含まれない）。2023～

2024年度は補正後予算、2025年度は予算とした上で、2026～2027年度は各年度の予算編成に伴う防

衛関係費の歳出増等に連動するよう財源を配分。同期間の財源の内訳は、法人税とたばこ税の税制

措置を除き、具体的な想定を置かず、国の一般会計の姿において全額を「その他収入」に計上（国・
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地方の財政の姿においては、国・地方のＰＢの算定に含まれない財源の比率を考慮）。なお、国民経

済計算に基づき、財源はいずれも、当該財源が発生した年度に計上される。2028年度以降について

は、2027年度と同様に、所要の措置が講じられると仮定して延伸。 

 

（５）こども・子育て政策強化の経費及び財源に関する想定 
・ 「こども未来戦略」（2023年12月22日閣議決定）及び「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法

律」（令和６年法律第47号）等を踏まえ、次の内容を想定。 

・ 経費については、2028年度までに「こども・子育て支援加速化プラン」の予算規模である3.6兆円程

度が措置される。2023～2024年度は補正後予算、2025年度は予算とし、各種制度要因を踏まえ、2026

～2028年度は機械的に設定。2029年度以降については、他の一般歳出と同様、物価上昇率並みに増

加。 

・ 財源については、「こども・子育て支援加速化プラン」の実施が完了する2028年度までに、既定予算

の最大限の活用等（1.5兆円程度）、歳出改革による公費節減（1.1兆円程度）及び支援金制度の構築

（1.0兆円程度）により、3.6兆円程度が確保される。2023～2024年度は補正後予算、2025年度は予

算とし、以上を踏まえ、2026～2028年度は経費に応じた措置が講じられるものとする。その間、つ

なぎとして発行される子ども特例債は、国民経済計算における社会保障基金から発行されることが

見込まれるため、国・地方の財政の姿における公債等残高には含めていない（その発行分は国・地

方のＰＢに影響を与えない）。2029年度以降については、2028年度と同様に、所要の措置が講じられ

ると仮定して延伸。 

 

（６）いわゆる教育無償化（高校無償化、給食無償化等）経費及び財源に関する想定 
・ 「経済財政運営と改革の基本方針2025」（2025年６月13日閣議決定）等を踏まえ、いわゆる教育無償

化（高校無償化、給食無償化等）に伴う歳出増については、2026年度以降、安定財源が確保される

ことを想定し、ＰＢに影響を与えないと仮定している。 

 

（７）多年度で収支を完結させる枠組みを設定している施策に関する取扱い 
・ 以下の施策については、複数年度にわたって必要な財源を確保し、特別会計等において多年度で収

支を完結させる枠組みを設定していることから、国・地方の財政の姿は、これらの経費及び財源の

金額を除いたベースを基本とするとともに、同経費及び財源の金額を含んだ計数も参考として掲載

している。 

 

① 東日本大震災からの復旧・復興対策 
・ 経費については、「平成28年度以降の復旧・復興事業について」（2015年６月24日復興推進会議決定）、

「平成28年度以降５年間を含む復興期間の復旧・復興事業の規模と財源について」（2015年６月30

日閣議決定）、「令和３年度以降の復興の取組について」（2020年７月17日復興推進会議決定）、「「第

２期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針」（2025年６月20日閣議決

定）等を基に、2025年度までの総額が33兆円程度、2026年度から５年間の総額が1.9兆円程度となる

と想定。2023年度までは決算、2024年度は補正後予算、2025年度は予算を反映。 

・ 財源については、「平成23年度第３次補正予算及び復興財源の基本方針」（2011年10月７日閣議決定）

や「今後の復旧・復興事業の規模と財源について」（2013年１月29日復興推進会議決定）、「平成28年

度以降の復旧・復興事業について」（2015年６月24日復興推進会議決定）、「平成28年度以降５年間を

含む復興期間の復旧・復興事業の規模と財源について」（2015年６月30日閣議決定）、「令和３年度以

降の復興の取組について」（2020年７月17日復興推進会議決定）、「「第２期復興・創生期間」以降に

おける東日本大震災からの復興の基本方針」（2025年６月20日閣議決定）等を踏まえ、復興特別税や

歳出削減、税外収入等により、総額34.9兆円程度が確保されると想定。なお、防衛力強化に係る財

源確保に伴う復興特別所得税の税率引下げ及び課税期間の延長については、実施時期等が決まって

いないことから、この試算では織り込んでいない。 
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・ 東京電力に求償される除染・中間貯蔵施設事業に係る歳出及び当該歳出に対する東京電力による支

払いについては、「福島復興の加速のための迅速かつ着実な賠償等の実施に向けて」（2023年12月22

日原子力災害対策本部決定）に基づき、総額を6.4兆円程度と想定し、これまでの執行・支払状況も

踏まえ、歳入・歳出パターンを想定。 

 

② ＧＸ対策 
・ 「脱炭素成長型経済構造移行推進戦略」（2023年７月28日閣議決定）及び「脱炭素成長型経済構造へ

の円滑な移行の推進に関する法律」（令和５年法律第32号）等を踏まえ、次の内容を想定。 

・ 経費については、2023年度から2032年度までの10年間において、エネルギー対策特別会計において

20兆円規模が措置される。年度ごとの配分については、2022～2025年度に措置された4.8兆円程度を

踏まえ、2026～2032年度に機械的に配分。 

・ 20兆円規模の経費は、カーボンプライシングで得られる将来の財源を裏付けとしたＧＸ経済移行債

によって資金調達され、2050年度までに償還を終えると想定。なお、ＧＸ経済移行債の償還財源で

あるカーボンプライシングについては、2028年度から「化石燃料賦課金」、2033年度から排出量取引

制度の「有償オークション」を導入することとされているが、具体的な規模が明らかになっていな

いため、この試算では歳入として織り込んでいない。 

 

③ ＡＩ・半導体支援 
・ 「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」（2024年11月22日閣議決定）の別紙１

「ＡＩ・半導体産業基盤強化フレーム」等を踏まえ、次の内容を想定。 

・ 経費については、2024年度から2030年度までの７年間において、10兆円規模の公的支援を想定。年

度ごとの配分については、2024～2025年度に措置された1.9兆円程度を踏まえ、2026～2030年度に機

械的に配分。 

・ 財源については、財政投融資特別会計からエネルギー対策特別会計に複数年度にわたって繰り入れ

ることにより、2.2兆円程度が確保されるが、その際、つなぎとして、エネルギー対策特別会計の負

担で半導体・ＡＩ債が発行される。加えて、基金等からの国庫返納金や基金の執行残額の活用及び

商工組合中央金庫の株式売却収入（1.6兆円程度）、ＧＸ経済移行債等の活用及び基金の点検・見直

しによる国庫返納金の活用（2.2兆円程度）、財政投融資特別会計投資勘定からの産業投資による出

資及びＧＸ経済移行債の活用等（４兆円以上の金融支援）により、財源が確保されると想定。年度

ごとの配分については、2024～2025年度に措置された1.9兆円程度を踏まえ、機械的に配分。なお、

半導体・ＡＩ債については、その具体的な設計が明らかでないことから、この試算では織り込んで

いない。 

・ なお、ＡＩ・半導体支援の一部は国の一般会計を経由して行われることとされているが、国の一般

会計の姿においては、各年度の具体的な規模や内訳が明らかでないことから、歳入・歳出の将来値

は想定していない。 
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＜部門別収支（対ＧＤＰ比）＞ 

 

（備考）家計の部門別収支は、対家計民間非営利団体を含む。企業の部門別収支は、統計上の不突合を含む。 

 

＜国民総所得＞ 

 

  

過去投影ケース 推計 ％程度
年度 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

一般政府 ▲ 1.9 ▲ 0.7 ▲ 0.2 0.9 1.1 1.0 0.9 0.7 0.6 0.4 0.4 0.1

家計 2.3 2.7 2.7 2.4 2.0 1.7 1.5 1.4 1.3 1.3 1.3 1.3

企業 3.9 3.0 2.6 1.3 1.2 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.9 1.1

海外 ▲ 4.4 ▲ 5.1 ▲ 5.0 ▲ 4.6 ▲ 4.3 ▲ 3.8 ▲ 3.5 ▲ 3.2 ▲ 3.0 ▲ 2.7 ▲ 2.6 ▲ 2.5

成長移行ケース ％程度

年度 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

一般政府 ▲ 1.9 ▲ 0.7 ▲ 0.2 0.9 1.3 1.5 1.6 1.7 1.8 1.8 1.9 1.8

家計 2.3 2.7 2.7 2.4 2.3 2.3 2.0 1.8 1.7 1.6 1.5 1.5

企業 3.9 3.0 2.6 1.3 0.6 ▲ 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.4 ▲ 0.6 ▲ 0.6 ▲ 0.8 ▲ 0.8

海外 ▲ 4.4 ▲ 5.1 ▲ 5.0 ▲ 4.6 ▲ 4.2 ▲ 3.7 ▲ 3.3 ▲ 3.1 ▲ 3.0 ▲ 2.8 ▲ 2.7 ▲ 2.5

過去投影ケース （％程度）、万円程度

年度 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

１人当たり名目ＧＮＩ 507.5 531.5 549.5 566.2 574.4 581.6 589.2 596.7 604.2 611.6 619.7 627.7

実質ＧＮＩ成長率 ( 2.0) ( 1.7) ( 0.7) ( 0.7) ( 0.6) ( 0.3) ( 0.3) ( 0.3) ( 0.3) ( 0.3) ( 0.3) ( 0.3)

成長移行ケース （％程度）、万円程度

年度 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

１人当たり名目ＧＮＩ 507.5 531.5 549.5 566.2 582.0 599.1 618.4 638.8 660.0 681.9 704.5 727.8

実質ＧＮＩ成長率 ( 2.0) ( 1.7) ( 0.7) ( 0.7) ( 1.0) ( 1.1) ( 1.4) ( 1.5) ( 1.5) ( 1.4) ( 1.4) ( 1.4)

推計

（付録２）部門別収支と国民総所得の推移 
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（備考）１．「中長期の経済財政に関する試算」（2020～2025年の１月試算、ベースライン・過去投影ケース）より作成。 

２．2020年１月試算は、2020年12月のＳＮＡ基準改定の影響を考慮したもの。  

 

 

（備考）１．「中長期の経済財政に関する試算」（2020～2025年の１月試算、ベースライン・過去投影ケース）より作成。 

２．2020年１月試算の名目ＧＤＰは、2020年12月のＳＮＡ基準改定の影響を考慮したもの。  
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（付録３）過去の試算結果の推移 
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今回の中長期試算の結果について、国内エコノミストの予測平均と比較すると、実質ＧＤＰ成長率に

ついては、2027年度以降、過去投影ケースは総平均をやや下回る姿、成長移行ケース及び高成長実現ケ

ースは高位平均を上回る姿となっている。 

また、消費者物価上昇率については、2027年度以降、過去投影ケースは低位平均と同程度の姿、成長

移行ケース及び高成長実現ケースは高位平均と同程度の姿となっている。 

 

（備考）民間予測は、日本経済研究センター「ＥＳＰフォーキャスト調査」に基づく（2025年度及び2026年度は、2025

年７月の予測、2027-31年度、2032-36年度は、2025年６月の長期予測の値）。低位平均・高位平均はそれぞれ、

約40のフォーキャスターの低位８機関、高位８機関の平均値。消費者物価上昇率は、生鮮食品除く総合の系列。 

  

2025 26
27-31
平均

32-36
平均

過去投影ケース 0.7 0.9 0.5 0.4

成長移行ケース 0.7 0.9 1.4 1.5

高成長実現ケース 0.7 0.9 1.6 1.8

低位平均 0.3 0.5 0.4 0.3

総平均 0.5 0.7 0.7 0.6

高位平均 0.7 1.0 1.1 1.0

民間予測
（ＥＳＰフォーキャスト）

内閣府
「中長期試算」
※2034年度まで

（年度、％程度）
【実質GDP成長率】

2025 26
27-31
平均

32-36
平均

過去投影ケース 2.4 1.9 1.0 1.0

成長移行ケース 2.4 1.9 2.0 2.0

高成長実現ケース 2.4 1.9 2.0 2.0

低位平均 2.2 1.4 1.2 0.8

総平均 2.5 1.7 1.7 1.6

高位平均 2.9 2.2 2.1 2.1

民間予測
（ＥＳＰフォーキャスト）

内閣府
「中長期試算」
※2034年度まで

（年度、％程度）
【消費者物価上昇率】

（付録４）民間予測との比較 
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今回の試算結果における成長の指標である１人当たり実質ＧＤＰ成長率と分配側の指標としての賃金

上昇率のバランスについて、各国実績（2012～19年平均）と比較する。 

１人当たり実質ＧＤＰ成長率については、日本の実績は１％程度と各国の平均程度の成長となってい

る。試算期間では、過去投影ケースでは同じく１％程度と見込まれる一方で、成長移行ケース及び高成

長実現ケースでは２％程度にまで高まる。 

賃金上昇率については、日本の実績は0.6％程度とイタリアを除く各国と比較して低い伸びとなってい

る。試算期間では、過去投影ケースでは自国の過去実績よりは高まるものの、１％台半ばにとどまる。成

長移行ケース及び高成長実現ケースでは３％程度と米国やドイツ等の過去実績と遜色ない姿となる。 

 

 

 

 

１人当たり実質 

ＧＤＰ成長率（％） 

賃金上昇率 

（％） 

実績 

（2012～19 年 

（暦年）平均） 

米国 1.7 2.7 

英国 1.4 2.1 

ドイツ 1.0 2.8 

カナダ 0.9 2.1 

フランス 0.8 1.5 

イタリア 0.1 0.6 

日本 1.1 0.6 

内閣府 

「中長期試算」 

（2025～34 年度平均） 

過去投影ケース 1.1 1.5 

成長移行ケース 1.8 3.0 

高成長実現ケース 2.1 3.3 

 

（備考）実績値の各国についてはOECD Data Explorer、日本については内閣府「国民経済計算」、総務省「人口推計」より

作成。１人当たり実質ＧＤＰ＝実質ＧＤＰ／人口、賃金＝名目賃金・俸給／雇用者数。日本を除く各国の雇用者

数は、Annual Labour Force Survey, summary tables, Employment（除く自営業者）による。算術平均。 

 

（付録５）成長と分配の好循環 
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